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件 名 国、都の温室効果ガス排出量削減目標と区の取り組みについて 

所管部課名 環境部環境政策課 

政府は４月２２日の地球温暖化対策推進本部にて２０３０年の温室効果

ガス排出削減目標を４６％（２０１３年度比）とすることを表明した。また、

夏までに新たなエネルギー基本計画をまとめるとしている。 

東京都も２０３０年までに温室効果ガスを２０００年度比で半減させる

「カーボンハーフ」を表明している。 

２０５０年の温室効果ガス排出実質ゼロ実現のためには、今後１０年の取

り組みが極めて重要となる。 

計画の検討のため、国や東京都の方針や目標値と区の取り組み案について

【別紙１】に一覧をまとめた。 

環境審議会のご意見をいただき、現在、見直し案を作成している環境基本

計画に温室効果ガス排出実質ゼロ実現に向けた区の取り組みを盛り込んで

いく。 

令和３年度第１回足立区環境審議会資料 

審議事項１ 

Administrator
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2030、2050に向けた国、都、区の取組・目標 

項目 

指標・目標、考え方、施策、主な取り組み 

国 

（太字・2020 年菅首相所信表明後の内

容） 

東京都 
区 

現行計画 見直し後計画（案） 

参照 

計画 

・ 「地球温暖化対策計画」（2016 年 5

月閣議決定）

・ 「長期大幅削減に向けた基本的考え

方」（2018 年 3 月）

・ 「プラスチック資源循環戦略」（2019

年 5 月策定）

・ 「ゼロエミッション東京戦略2020

Update & Report」 (2021年3月策

定)

・ 「第三次足立区環境基本計画」（2017

年 3 月策定）

・ 「第三次足立区環境基本計画改訂版」

（2022 年 3 月策定予定）

目標年 
・ 2030 年

・ 2050 年

・ 2030 年

・ 2050 年

・ 2024 年

・ 2030 年（CO2削減目標のみ）

・ 2024 年

・ 2030 年（CO2削減目標のみ）

・ 2050 年（CO2削減目標のみ）

温 室 効

果ガス 

≪2030 年≫ 

・ 26％削減（2013 年比）

・ 46％削減、さらに 50％に向けて挑戦

（2013 年度比）

≪2050 年≫ 

・ 80％削減（2013 年比）

・ 実質ゼロ

≪2030 年≫ 

・ 50％削減（2000 年比）

≪2050 年≫ 

・ 実質ゼロ

≪CO2削減目標≫ 

・ 2024 年目標…23％削減（2013 年

度比）

・ 2030 年目標…35％削減（2013 年

度比）

・ 2030 年目標…46％削減

（2013 年度比）

【2000 年度比換算で 44.4％削減】 

・ 2050 年目標…実質ゼロ

エ ネ ル

ギー

≪2050 年≫ 

・ 電力については低炭素電源（再生可能

エネルギー、CCS 付火力発電、原子力

発電）が９割以上

≪2030 年≫ 

・ 50％削減（2000 年比）

◆ 施策群 1-1 エネルギーの効率的な利

用

・ 身近な省エネ行動の促進

・ 省エネ設備・機器への買い替え支援

・ 蓄電池、ＨＥＭＳ、家庭用燃料電池等の

高効率な設備・機器の導入支援

・ 区施設の設備・機器の計画的な更新

・ 現行計画の取組みの強化

・ 高効率な設備・機器への更新
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項目 

指標・目標、考え方、施策、主な取り組み 

国 

（太字・2020 年菅首相所信表明後の内

容） 

東京都 
区 

現行計画 見直し後計画（案） 

生 可 能

エ ネ ル

ギー

≪2030 年≫ 

・ 最大限の導入

≪2050 年≫ 

・ コンパクト化や自立分散型エネルギー

等

≪2030 年≫ 

・ 再エネ電力利用割合 50％程度

・ 太陽光発電設備導入量 130 万 kW

・ 都有施設使用電力の再エネ 100％化

・ RE100 宣言企業等の拡大を促進

≪2050 年≫ 

・ 使用エネルギーが 100％脱炭素化

・ 再エネを基幹電源とする 100％脱炭

素電力が供給されている

・ 再エネの地産地消とエネルギーシェア

リングが標準化

◆ 施策群 1-2 低炭素なエネルギーの利

用拡大

目標：区内の再生可能エネルギー利用量

を増やす 

指標：区内の再生可能エネルギーの導入

容量（累計） 

目標値：≪2024 年度≫36,000kW 

・ 太陽光発電、太陽熱利用システムの導

入支援

・ 区施設における太陽エネルギー利用機

器の率先導入

・ 区施設へ再生可能エネルギー100％の

電力供給契約を導入

・ 現行計画の取組みの強化

・ 新築時の太陽エネルギー導入を促進す

るしくみの検討

・ 太陽光発電や蓄電池等を利用した立型

街路灯導入の検討

・ 再エネ電力利用促進

水 素 エ

ネ ル ギ

ー 

≪2030 年≫ 

・ 輸入も含めた水素サプライチェーンの

構築

・ 家庭用燃料電池累積導入台数…530

万台

≪2050 年≫ 

・ 高温熱利用を中心に再エネ由来水素の

拡大

・ 家庭等における従来エネルギーシステ

ムを代替

≪2030 年≫ 

・ 家庭用燃料電池の普及…100 万台

・ 業務・産業用燃料電池の普及…3 万 kW

≪2050 年≫ 

・ 再エネ由来 CO2フリー水素を、脱炭素

社会実現の柱に

・ 再エネ大量導入を水素で支える

・ あらゆる分野でCO2フリー水素本格活

用。脱炭素社会を支えるエネルギーの

柱のひとつに

◆ 施策群 1-2 低炭素なエネルギーの利

用拡大

・ 東京都の動向を踏まえた水素エネルギ

ー活用の検討

・ 燃料電池自動車、家庭用燃料電池の導

入支援

・ 現行計画の取組みの強化

・ 水素ステーション誘致の促進
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項目 

指標・目標、考え方、施策、主な取り組み 

国 

（太字・2020 年菅首相所信表明後の内

容） 

東京都 
区 

現行計画 見直し後計画（案） 

建物 

≪2030 年≫ 

・ 新築注文住宅の ZEH 化率…100％

（2030 年までに新築住宅（戸建＋集

合）の平均で ZEH を実現）

・ 新築建物での ZEB…100％（新築建築

物の平均）

≪2050 年≫ 

・ ストック平均で概ねゼロエミッション

≪2050 年≫ 

・ 都内全ての建物がゼロエミッションビ

ルに

・ 全ての建物が、防災や暑さ対策など適

応策の観点も踏まえたゼロエミビルに

なっている

◆ 施策群 1-1 エネルギーの効率的な

利用

・ 新築建物の省エネ性能向上のための対

策の推進

・ 断熱性能の向上や設備・機器の更新に

よる建物の省エネ対策の促進

・ 遮熱塗装や二重窓の導入促進支援

・ 新築、改築する区施設の省エネ化の推

進

・ 区施設使用電力の再エネ導入

・ 現行計画の取組みの強化

・ 既存建物の改修を促すための誘導策の

検討

・ まちづくりの機会をとらえた一定の区

域内でのエネルギーの効率的な利用の

推進

・ 建物の建て替え等に伴う省エネ性能の

向上および再エネ施設の導入

自動車 

≪2030 年≫ 

・ FCV バス…1,200 台（水素ステーシ

ョンの整備を自治体等と連携）

・ 水素ステーション設置数…900 箇所

相当（遠隔監視による水素ステーショ

ン運転の無人化、常用圧力上限の見直

し）

・ 2030年代半ばにガソリン車販売禁止

する方針

≪2050 年≫ 

・ 電気自動車、燃料電池自動車が主。石

油消費は大幅減

≪2030 年≫ 

・ 乗用車新車販売 100％非ガソリン化

・ 二輪車新車販売 100％非ガソリン化

（2035 年まで）

・ 乗用車の新車販売台数に占める ZEV

の割合 50％

・ ゼロエミッションバスの導入 300 台

以上

・ 小型路線バスの新車販売原則 ZEV 化

・ 急速充電器 1,000 基

・ 水素ステーションの整備 150 か所

≪2050 年≫ 

・ 都内を走る自動車は全て ZEV 化

・ 再生可能エネルギーの使用が進み、

Well-to-Wheel におけるゼロエミッシ

ョンを実現

◆ 施策群 1-1 エネルギーの効率的な

利用

・ 公共交通・自転車を優先的に利用した

移動の促進

・ エコドライブの促進

・ ZEV への導入支援

・ 自転車利用の環境整備

・ 現行計画の取組みの強化

・ ZEV インフラ（急速充電器、水素ステ

ーションの整備等）導入の検討

・ 公用車への ZEV 導入の検討
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項目 

指標・目標、考え方、施策、主な取り組み 

国 

（太字・2020 年菅首相所信表明後の内

容） 

東京都 
区 

現行計画 見直し後計画（案） 

廃棄物 

≪2030 年≫ 

・ ワンウェイのプラスチック（容器包装

等）を累積で 25％排出抑制

・ バイオマスプラスチックを約 200 万

トン導入

・ 使用済プラスチックを 100％リユー

ス・リサイクル等により有効利用

（2035 年まで）

≪2030 年≫ 

・ 一般廃棄物のリサイクル率 37％

・ 家庭と大規模オフィスビルからの廃プ

ラスチックの焼却量-40％（約 40 万

t）（2017 年度比）

・ 食品ロス発生量半減（2000 年度比）

・ ≪2050 年≫

・ 持続可能な資源利用が定着

・ CO2実質ゼロのプラスチック利用

・ プラスチックの生産、リサイクル等は

全て再エネで賄う

・ バイオマスへの切替えは、新たな鳥利

用変化を生じさせず、植物の成長速度

の範囲内。食料との競合等の社会・環境

問題に配慮

・ 食品ロス発生量実質ゼロ

・ 食品ロスの発生抑制に最大限努め、な

お発生する食品ロスについては、飼料

化・肥料化により廃棄をゼロにする

◆ 施策群 2-1 廃棄物減量の促進

目標：３Ｒの推進と分別の徹底により

廃棄物の量を減らす

指標：1 人 1 日あたりの家庭ごみ排出

量

目標値：≪2024 年度≫470g

・ ３Ｒおよびごみの出し方や分別のわか

りやすい啓発

・ 食品ロスや資源になる紙類等の資源ロ

ス削減への啓発

・ 簡易な容器包装への転換の促進

◆ 施策群 2-2 持続可能な資源利用へ

の転換

目標：資源の循環利用を推進する

指標：資源化率

目標値：≪2024 年度≫27.0％

・ イベント等におけるリユース食器の利

用促進

・ 集団回収の推進

・ 資源買取市の拡充

◆ 施策群 2-3 廃棄物の適正処理

目標：標廃棄物の適正処理向上により、

区内のごみ量を減らす

指標：区内のごみ量（区の収集ごみ量

＋事業系の持込みごみ量）

目標値：≪2024 年度≫158,400t

・ ふれあい指導による排出指導の強化

・ 区民、区内事業者への排出ルールの周

知

・ 不法投棄防止対策の推進

・ 現行計画の取組みの強化

・ 日常的なごみ減量行動の促進

・ 使い捨て型ライフスタイルの見直し

・ 多様化するライフスタイルに合わせた

効果的な情報提供

・ フードバンクやフードドライブの実

施・拡大

・ 使い捨てプラスチックの削減推進

・ 現行計画の取組みの強化

・ 新たな資源化品目の検討

・ 事業者から排出される雑紙等の資源回

収の促進

・ 現行計画の取組みの強化

・ 不適正な排出をされない集積所美化対

策の推進

・ 排出事業者と処理事業者との連携によ

る適正処理向上のしくみの検討

別紙１
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項目 

指標・目標、考え方、施策、主な取り組み 

国 

（太字・2020 年菅首相所信表明後の内

容） 

東京都 
区 

現行計画 見直し後計画（案） 

フロン

≪2030 年≫ 

・ フロン類の実質的フェーズダウン

・ フロン類使用製品のノンフロン・低

GWP 化促進

・ 業務用冷凍空調機器の使用時における

フロン類の漏えい防止

・ 冷凍空調機器からのフロン類の回収・

適正処理

・ 産業界の自主的な取組の推進

・ 経済的手法の活用・検討

≪2030 年≫ 

・ 代替フロン（HFCs）排出量-35％

（2014年度比）（約2.5百万 t-CO2eq

に）

≪2050 年≫ 

・ フロン排出量ゼロ

・ ノンフロン機器の普及拡大により、フ

ロン使用機器を大幅削減

・ フロン機器の徹底管理により、使用時・

廃棄時の漏えいゼロを実現

◆ 施策群 1-1 エネルギーの効率的な

利用

・ ノンフロン機器への転換促進

・ 現行計画の取組みの強化

・ ノンフロン機器導入推進

・ フロン使用機器の管理推進

・ フロン使用機器廃棄時の放出防止推進

・ フロン排出予防推進

吸収源 

≪2030 年≫ 

・ 森林吸収源…約 2,780 万 t-CO2

・ 農地土壌吸収源対策及び都市緑化等の

推進…約 910 万 t-CO2

－ 

◆ 施策群 1-3 ＣＯ２吸収量の増大と

気候変動の影響への適応

・ 区の事業におけるカーボン・オフセッ

トの活用

・ カーボン・オフセットの普及啓発

・ 緑化基準に基づく緑化の推進

・ 新築する区施設での木材利用の推進

・ 現行計画の取組みの強化

・ 区民・事業者への木材利用の呼びかけ

・ CO2吸収量を増やす取組みの推進

別紙１
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【参考】 

現行計画における部門別の区内二酸化炭素排出量の算定結果と現行計画から算出した計画見直し後の排出量内訳 

部門 
2013 年度 

（基準年度） 

現行計画 計画見直し後 

2024 年度 

（対 2013 増減率） 

2030 年度 

（対 2013 増減率） 

2030 年度 

（対 2013 増減率） 

産業 247.9 千 t 
167.0 千 t 

（△32.6％）

122.9 千 t 

（△50.4%）

100.8 千 t 

（△59.3％）

家庭 988.6 千 t 
847.4 千 t 

（△14.3％）

770.4 千 t 

（△22.1%）

635.4 千 t 

（△35.7％）

業務 610.7 千 t 
487.2 千 t 

（△20.7％）

419.7 千 t 

（△31.3%）

346.7 千 t 

（△43.2％）

運輸 627.1 千 t 
400.8 千 t 

（△36.1％）

277.3 千 t 

（△55.8%）

229.3 千 t 

（△63.4％）

廃棄物 83.7 千 t 
84.0 千 t 

（+0.4％） 

84.1 千 t 

（+0.5%） 

69.1 千 t 

（△17.4％）

合計 2,558.0 千 t 
1,986.3 千 t 

（△22.3％）

1,674.5 千 t 

（△34.5%）

1381.3 千 t 

（△46.0％）

※計画見直し後の各部門の排出量については、参考数値として、現行計画における 2030 年度の合計量に対しての各部門の割合で算出している。

※対策による区内削減量は、政府の地球温暖化対策計画に基づき、国全体で進められる対策の削減見込みを参考にして算定している。

国の計画では、廃棄物からの排出量削減見込みは、各分野（産業、家庭、業務）に含まれている。このため、区の推計においても、

廃棄物からの排出削減見込みは、各分野に含まれるため、カウントしていない。

※端数処理の関係で合計が合わないことがある

別紙１
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件   名 区内の食品ロス量の推計について（案） 

所管部課名 環境部ごみ減量推進課 

内  容 

前回の審議内容を踏まえ、区内事業系食品ロス量の算定方法につい

て、東京 23区清掃一部事務組合の組成調査結果を活用し、3,000㎡以上

の大規模事業所に対し、７月中の集計完了を目途としてアンケート調査

を行っていく。 

１ 食品ロスの推計量（令和元年度） 

  事業系食品ロス推計量のうち、小・中規模事業所は 1,550ｔ(1,364ｔ

＋186ｔ)、家庭系食品ロス推計量は 7,519ｔとなる。 

一般廃棄物の発生量および食品ロス推計量（令和元年度） 

ごみ量 排出元 食品ロス推計量 

持

込

ご

み 

19,361ｔ 

大規模事業所のごみ量 

（延床面積 3,000㎡以

上） 

大規模事業所 

432カ所 ※１ 

アンケート調査を行

い、食品ロス量と割

合を把握する。 

24,804ｔ 

足立清掃工場に搬入 

された廃棄物量

（44,165ｔ）のうち、

上記の（19,361ｔ）を

除いたもの 

中規模事業所 

604カ所 ※２ 

1,364ｔ 

東京二十三区清掃一

部事務組合の調査し

た食品ロス割合

(5.5%)を乗じて推計 

小規模事業所 

30,142カ所  

※３

小計 44,165ｔ 

区

収

集

の

燃

や

す

ご

み 

4,894ｔ 

事業系有料ごみ処理券

の販売数より推計※４ 

186ｔ 

区組成調査の食品ロ

ス割合（区収集ごみ

3.8%）を乗じて推計 

121,276ｔ 

区収集の燃やすごみ量

(126,170t)から上記の

(4,894t)を除いたもの 

家庭ごみ 7,519ｔ 

区組成調査の食品ロ

ス割合(家庭ごみ

6.2%)を乗じて推計 

小計 126,170ｔ 

  合計 170,335ｔ 9,069ｔ（暫定値） 

審議事項２ 

令和３年度第１回足立区環境審議会資料 

和２年度第５回足立区環境審議会資料
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※１ 「足立区廃棄物の処理及び再利用に関する条例」で再利用計

画書の提出を義務付けている事業用大規模建築物の事業所の

内、延床面積が 3,000㎡以上の数。 

※２ ※１の条例で義務付けられている事業所の内、延床面積が

1,000～2,999㎡の数。 

※３ 経済センサスによる区内事業所数（令和元年度）31,178カ所

から(※1)および(※2)を除いて推計した数。 

※４ 従業員 20人以下かつ１回あたりの排出量が 90ℓ 以下の事業者

は、有料ごみ処理券を貼付することで区収集ごみとして排出

できる。 

２ 大規模事業者へのアンケート調査について 

東京二十三区清掃一部事務組合が組成調査を行っていない 3,000㎡

以上の規模の区内事業所に対して、主に以下の項目についてアンケー

ト調査を行い、実態を把握する。

（１）食品ロスの把握の有無（発生量・原因・処分先等）

（２）事業所としての食品ロス削減の取り組み

（３）食品ロス削減をするために必要と考える行政からの支援

３ 今後の方針について 

（１）令和２年度の区の組成調査はコロナ禍により未実施である。

このため、令和元年度の区の組成調査結果および今後実施する大規模

事業者へのアンケート調査結果により、令和元年度の区全体の食品ロ

ス量の推計を行う。

（２）令和３年度の区の組成調査は実施予定であり、３年度以降も食品

ロス量の推計を行っていく。
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件 名 環境基本計画各施策群の目標と指標（案）の見直しについて 

所管部課名 環境部環境政策課 

前回の審議会でいただいた意見を踏まえ、環境基本計画の各施策群の目標

と指標（成果指標、活動指標）について、５ページから１１ページにまとめ

た。 

目標数値、具体的な取り組みについては、２０２０年度の実績を踏まえ、

次回以降の審議会にお示しし、ご審議いただくことを予定している。 

令和３年度第１回足立区環境審議会資料 

和２年度第５回足立区環境審議会資料

審議事項３ 
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指標修正案 

成果指標（■）と活動指標（●） 

緑：緑の基本計画  世論：世論調査  現：現行計画 

柱１ 地球温暖化・エネルギー対策 

計画案 審議会での意見・提案 検討結果・意見の反映 

１－１ 

施策群 エネルギーの効率的な利用

目標 エネルギーを効率的に使うこと

で、二酸化炭素排出を減らす 

指標 ■区内のエネルギー使用量

●助成制度による省エネ支援件数

●省エネルギーを心がけている

区民の割合

区の事業による排出削減効果量を

示すべき 

補助のメニューによっては排出削減効果量の数値化は困難

となる。今後対象となる補助メニューを検討する（現状は省

エネリフォーム助成、節水型トイレ設置助成が対象）。

１－２ 

施策群 再生可能エネルギーの利用拡大 

目標 二酸化炭素排出量が少ないエネル

ギー源に切り替えて、排出量を減

らす 

指標 ■再生可能エネルギーの導入量

（累計） 

●区の助成による年間の太陽光発

電の導入量

●区内の再生可能エネルギーの

年間導入量

二酸化炭素排出削減効果量を示す

べき 

 削減効果量を示すことが可能なため、成果指標を「再生可

能エネルギーの導入による二酸化炭素排出削減効果量」に変更す

る。 

活動指標を「再生可能エネルギーの導入量（累計）」に変更す

る。 



12

３月審議会計画案 意見・提案 検討結果・意見の反映 

１－３ 一部を１－４へ分離 

施策群 二酸化炭素吸収量を増やす取組み

の推進 

目標 二酸化炭素吸収量を増やすことで

実質ゼロにつなげる 

指標 ■国内の二酸化炭素吸収量

●区や区民の支援・整備による二

酸化炭素吸収量

●緑化活動に参加したいと思う区

民の割合 

吸収量を数値で「見える」指標、

目標としてほしい 

客観的で具体的な行動を示す指標

にすべき 

「区内の二酸化炭素吸収量」に変更する。 

※吸収量の算出方法については１２ページから１４ページに

記載する。 

具体的な行動を示す客観的な数値がなく難しい。 

「実際に参加した区民の割合」へ変更する。緑 

１－４ １－３の一部を分離して新設 

施策群 気候変動による被害の回避・軽減 

目標 暑熱、気象災害の被害を少なくす

る 

指標 ■熱中症や気象災害による死者数

●熱中症で搬送される患者数

●足立区洪水ハザードマップを見

たことがある区民の割合 

ハザードマップを見てどう行動す

るか、準備するかが重要 

避難に備えた準備について確認する項目とするため、「河

川の氾濫時の避難場所を決めている区民の割合」に変更す

る。世論 
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柱２ 循環型社会の構築 

３月審議会計画案 意見・提案 検討結果・意見の反映 

２－１ 

施策群 リデュースとリユースの推進

目標 廃棄物の量を減らす 

指標 ■区が把握できる廃棄物の量

●区内のごみ量（現行２－３）

●マイバッグを使うなどして不要

なレジ袋を断っている区民の割

合 

区民１人あたりのごみ量を示す

べき 

廃棄物の量を減らすことが目的

であれば別の指標にすべき 

区内のごみ量と区民１人当たりに換算したごみ量の両方を示

すことでわかりやすくするため活動指標２を「１人１日あた

りの家庭ごみ排出量」に変更する。現 

２－２ 

施策群 廃棄物の適正な排出と処理 

目標 分別ルールに基づき排出された廃

棄物を効率的に収集し、処理する 

指標 ■燃やすごみに含まれる資源化物

の割合 

●適正排出のための指導件数（家庭

系＋事業系）

●雑紙を燃やすごみでなく、資源と

して出している区民の割合 

割合だけでなく分母となるごみ

量も併せて記載すべき 

雑紙の表記や意味を分かりやす

くすべき 

資源化物の混入割合を示すため、併せてごみ量の記載はせ

ず、指標の算出根拠等としての記載を検討する。 

読み仮名と例示により、わかりやすく記載する。 
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３月審議会計画案 意見・提案 検討結果・意見の反映 

２－３ 

施策群 持続可能な資源利用への転換 

目標 事業者との連携により、廃棄物の資

源化を進める 

指標 ■資源化率（現行２－２）

●資源化品目数

●リサイクル商品を選ぶ区民の割

合 

「リサイクル商品」を分かりやす

くすべき 

世論調査項目である「環境に配慮した製品を選んで使ってい

る区民の割合」に変更する。世論 

柱３ 現行  ：安全・安心で快適なくらしの確保 

見直し案：生活環境の維持・保全 

３月審議会計画案 意見・提案 検討結果・意見の反映 

３－１ 

施策群 生活環境の保全と公害対策の推進 

目標 法令に基づく指導、対策と苦情への

対応により、生活環境を維持・改善す

る 

指標 ■公害苦情の相談件数

●公害苦情相談の解決率

●アスベスト、土壌汚染の法令違反

件数
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３－２ 

施策群 快適で美しいまちづくり 

目標 地域の美化活動や不法投棄・ごみ屋

敷対策により、きれいなまちをつく

る 

指標 ■ごみがなく地域がきれいになった

と感じる区民の割合

●ごみゼロ地域清掃活動の参加者

数

●不法投棄処理個数
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柱４ 自然環境・生物多様性の保全 

３月審議会計画案 意見・提案 検討結果・意見の反映 

４－１ （現行の４－１と４－２を統合） 

施策群 自然や生物多様性に対する理解の促

進（4-1と 4-2を統合） 

目標 自然や生物とのふれあいを通じて、

生物多様性の大切さを理解する 

指標 ■自然環境を大切にすることを心が

けている区民の割合 

●生物とふれあう事業の参加者数

●自然や生物に関する情報発信回

数

生息している野鳥や魚類の数

などを指標にしてはどうか 

生物多様性の専門家に確認したところ、個体数の正確な把

握は困難であり、生物多様性そのものの状態を把握する指標

となってしまうため、施策群の目標と方向性が合わなくなっ

てしまうのではないかとの意見があった。 

個体数はその年ごとの気候によっても、数値が変化してし

まい、外来種が混在する数値を指標にすることで、多様性や

豊かさの基準が分かりにくくなってしまうことも考えられ

る。このため、現状は指標を案のままとし、次回の基本計画

改訂に向け、今後も引き続き専門家の意見を聞きながら指標

に組み込むかについて検討していく。 

４－２ （現行の４－３を繰り上げ） 

施策群 自然環境の保全と創出 

目標 身近な自然環境を守り、増やす 

指標 ■まちなかの花や緑が増えていると

感じる区民の割合

●保存樹林指定箇所数

●緑豊かな景観形成に取組む団体・区

民の数
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柱５ 学びと行動のしくみづくり 

３月審議会計画案 意見・提案 検討結果・意見の反映 

５－１ （現行の５－１と５－２を統合） 

施策群 環境意識の向上と行動する人材の

育成（5-1と 5-2を統合） 

目標 高い環境意識を持って行動する人

を増やす 

指標 ■環境への負荷を考えて行動する

必要があると答えた区民の割合

●環境に関する情報発信回数

●環境学習プログラムに参加し、修

了した人の数（累計）

「環境への負荷を考えて具体的に行動している区民の割合」

に変更する。世論 

５－２ （現行の５－３を繰り上げ） 

施策群 環境保全活動の拡大 

目標 環境配慮行動に取り組む人を増や

し、活動を広げていく 

指標 ■自主的な環境保全活動数

●区が実施する環境配慮を促す事

務事業の数

●エコ活動ネットワーク足立の登

録団体数
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※足立区内における温室効果ガスの吸収量の推計について

温室効果ガスの吸収量は、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法

編（環境省、平成 29年３月）の「2-4-2.都市緑化の推進による温室効果ガス吸収量の推計」に基づ

いて算定した。 

１ 推計にあたって 

（１）推計にあたっての前提（上記マニュアルより）

・ 緑地の生体バイオマスのみを対象とする（枯死有機物及び土壌の炭素蓄積変化量は対象外）。 

・ 推計の活動量に面積を用いる場合と、高木植栽本数を用いる場合がある。

・ 高木は、成長期間にある 30年生以内の木のみ対象とする（造成・指定・植栽後 30年を超

えたものは対象外）。

・ 低木は対象外とする。

（２）活動量が面積の場合の対象緑地

・ 都市公園

・ 港湾緑地

・ 下水道処理施設における外構緑地

・ 河川・砂防緑地

・ 官庁施設外構緑地

・ 公的賃貸住宅地内緑地

・ 特別緑地保全地区

表 単位面積当たりの年間生体バイオマス成長量 

出典：「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編」 
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（３）活動量が項目植栽本数の場合の対象緑地

・ 道路緑地

・ 緑化施設整備計画認定緑地

・ 民有地における高木植栽

道路緑地、緑化施設整備計画認定緑地の年間生体バイオマス成長量 

出典：「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編」 

２ 温室効果ガス吸収量の推計 

（１）活動量が面積の場合の対象緑地

以下の資料をもとに算定した。

内容 参考資料 

都市公園 ■「数字で見る足立」R2年度版（土木・建築）

12 公園・児童遊園及び緑道設置状況

公園：3,148,571㎡（314.86ha） 

※ 児童遊園、プチテラスは都市公園に含めていない。

港湾緑地 

下水道処理施設における

外構緑地 

河川・砂防緑地 

官庁施設外構緑地 ■「第三次足立区緑の基本計画」

  公共施設全体の樹木被覆地率：11.5％ 

■「数字で見る足立」R2年度版（執行機関）

4 区有財産現況

  行政財産 土地：3,160,413.96㎡ 

公的賃貸住宅地内緑地 

特別緑地保全地区 ■「第三次足立区緑の基本計画」

  特別緑地保全地区：2箇所、0.43ha 

※ 保存樹林、保存樹木は 30年以上経過しているものが大半と

の判断から対象としていない。

■「第三次足立区緑の基本計画」

保存樹林：25箇所、4.69ha 

保存樹木：532本 
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（２）活動量が高木植栽本数の場合の対象緑地

以下の資料をもとに算定した。 

内容 参考資料 

道路緑地 ■「数字で見る足立」R2年度版（土木・建築）

11 街路樹の種類別状況

総数：22,560本 

緑化施設整備計画認定緑地 

民有地における高木植栽 ■「第三次足立区緑の基本計画」

  優良緑化件数 

（令和３年度からの取り入れる制度のため数値なし） 

※ 活動量が面積で示される場合、道路緑地の単位面積当たりの高木本数の値 329.5本/haを用いて

換算する。

以上のことから、現在の温室効果ガスの吸収量は、およそ 3,744t-CO2/年であり、これは 2018

年度の温室効果ガス排出量 2,318,000t-CO2/年の 0.16％に相当する。また、2018年度の二酸化炭

素排出量は 2,146,000 t-CO2/年であり、その 0.17％に相当する。 

項目
面積

（ha）

年間生体
ﾊﾞｲｵﾏｽ成長量

（t-C/ha・本/年）

温室効果ガス吸収
量

（t-CO2/年）

都市公園 314.86 2.334 2,695

港湾緑地 － 2.334 －
下水道処理施設

における外構緑地
－ 4.507 －

河川・砂防緑地 － 3.560 －
官庁施設外構緑地 36.34 1.142 152

公的賃貸住宅地内緑地 － 2.309 －
特別緑地保全地区 0.43 2.900 5

合計 2,851

※官庁施設外構緑地＝ 36.34 ha　

＝行政財産土地（ 3,160,414 ）m2×樹木被覆地率（ 11.5 )％

項目
高木植栽本数

（本）

年間生体
ﾊﾞｲｵﾏｽ成長量

（t-C/ha・本/年）

温室効果ガス吸収
量

（t-CO2/年）

道路緑地 22,560 0.0108 893

緑化施設整備計画
認定緑地

－ － －

民有地における
高木植栽

－ 0.0105 －

合計 893
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件 名 環境基本計画第１章から第４章（案）について 

所管部課名 環境部環境政策課 

前回の環境審議会で提示した環境基本計画の構成のうち、第１章から第４

章の基本事項について案を【別紙２】まとめた。今後、環境審議会のご意見

を踏まえ、内容やレイアウトを調整していく。 

第１章 計画の基本的事項（１ページから４ページ） 

１ 計画の目的 

２ 計画の位置づけ 

３ 対象とする環境の範囲 

４ 計画の期間と評価 

第２章 計画改定の背景（５ページから１７ページ） 

１ 国内外の動向 

２ 区の動向 

３ 現行計画の進捗状況 

第３章 CO₂排出実質ゼロの２０５０年に向けて（１８ページから２０ペー

ジ） 

１ 今後の課題 

２ 方向性 

第４章 計画の体系（２１ページから２５ページ） 

１ 足立区基本構想における将来像 

２ 環境の視点から目指す姿 

３ 計画の基本体系 

第５章 各柱の施策 

目標、現状、課題、施策、指標（目標値）、 

区の率先行動、区民・事業者等の役割などを柱ごとに記載 

柱１ 地球温暖化・エネルギー対策 

柱２ 循環型社会の構築 

柱３ 生活環境の維持・保全 

柱４ 自然環境・生物多様性の保全 

柱５ 学びと行動のしくみづくり 

第６章 環境基本計画に含む計画等 

法律に基づく計画等を整理し、再掲 

・ 足立区地球温暖化対策実行計画

・ （仮称）足立区における気候変動の影響に備える計画

令和３年度第１回足立区環境審議会資料 

和２年度第５回足立区環境審議会資料

審議事項４ 
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・ （仮称）足立区食品ロス削減推進計画

・ （仮称）足立区プラスチックごみ削減方針

・ 足立区生物多様性地域戦略

・ 足立区環境教育等行動計画

第７章 計画の進行管理 

第８章 環境保全行動指針 

今回の審議会では上記の構成のうち、第１章から第４章の案についてご審

議いただく。 

また、前回の審議会において、「（仮称）食品ロス削減推進計画」「（仮

称）プラスチックごみ削減方針」について第５章の柱２、施策群２－４、２

－５として掲載する旨の説明を行ったが、食ロス削減、プラスチックごみ削

減は、柱２、施策群２－１から２－３に横断的に関係する要素となっている。 

このため施策群を新設しても内容の一部が他の施策群と重複してしまう

ため、２－４、２－５という形で掲載はせず、第５章の柱２に現状と課題を

記載し、第６章に計画を再掲する形で整理することとしたので報告する。 

 第５章以降の案および各指標の目標値、施策と具体的な取り組みについて

は次回以降の審議会にお示しし、ご審議いただくことを予定している。 
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計画の基本的事項 

１  計画の目的 

第三次足立区環境基本計画改定版（以下、「本計画」といいます。）は、区の施策を環境

の視点から整理・体系化し、環境の保全に関する基本的方向を示す計画として策定します。 

２  計画の位置づけ 

本計画は、環境に関する各種法令と足立区環境基本条例の基本理念に基づき作成するも

のであり、上位計画である足立区基本構想・基本計画をはじめ、各種関連計画との整合を

図るものとします。 

なお、足立区環境基本条例の第８条（環境基本計画）には、環境基本計画の策定が義務

付けられています。 

図 計画体系 

第三次足立区環境基本計画
（改定版）

• 足立区地球温暖化対策実行計画

• (仮称)足立区における気候変動の影響に備える計画

• (仮称)足立区食品ロス削減推進計画

• (仮称)足立区プラスチックごみ削減方針

• 足立区生物多様性地域戦略

• 足立区環境教育等行動計画

足立区環境基本条例

• 環境基本法

• 地球温暖化対策推進法

• 気候変動適応法

• 食品ロス削減推進法

• 生物多様性基本法

• 環境教育等促進法

• 東京都環境基本条例

足立区基本構想

足立区基本計画

• 足立区都市計画マスタープラン

• 足立区総合交通計画

• 足立区景観計画

• 足立区緑の基本計画

• 足立区住生活基本計画

• 足立区地域経済活性化基本計画

• あだち都市農業振興プラン など

• 足立区一般廃棄物処理計画
• 足立区公共施設地球温暖化対策推進実行計画

別紙２
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また、本計画は以下の計画を包含します。 

（１） 足立区地球温暖化対策実行計画

地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法）第 21条第３項に規定さ

れている「区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施

策に関する事項」を定める計画で、柱１「地球温暖化・エネルギー対策」の 1-1、1-2、

1-3（○～○ページ）が該当します。第６章（○～○ページ）にも記載しています。

（２） (仮称)足立区における気候変動の影響に備える計画

気候変動適応法第 12条に規定されている「区域における自然的経済的社会的状況に応

じた気候変動適応に関する計画」で、柱１「地球温暖化・エネルギー対策」の 1-4（○～

○ページ）が該当します。第６章（○～○ページ）にも記載しています。

（３） (仮称)足立区食品ロス削減推進計画

食品ロスの削減の推進に関する法律（食品ロス削減推進法）第 13条に規定されている

「区域内における食品ロスの削減の推進に関する計画」で、柱２「循環型社会の構築」（○

～○ページ）が該当します。第６章（○～○ページ）にも記載しています。 

（４） (仮称)足立区プラスチックごみ削減方針

柱２「循環型社会の構築」（○～○ページ）が該当します。第６章（○～○ページ）にも

記載しています。 

（５） 足立区生物多様性地域戦略

生物多様性基本法第 13条に規定されている「区域内における生物の多様性の保全及び

持続可能な利用に関する基本的な計画」で、柱４「自然環境・生物多様性の保全」（○～○

ページ）が該当します。第６章（○～○ページ）にも記載しています。 

（６） 足立区環境教育等行動計画

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（環境教育等促進法）第８条に規

定されている「区域の自然的社会的条件に応じた環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組の推進に関する行動計画」で、柱５「学びと行動のしくみづく

り」（○～○ページ）が該当します。第６章（○～○ページ）にも記載しています。 
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３  対象とする環境の範囲 

本計画で対象とする環境の範囲は、足立区環境基本条例第４条を踏まえて設定します。 

足立区環境基本条例 

（区の責務） 

第４条 区は、環境の保全を図るため、次に掲げる事項について、基本的かつ総合的な

施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

(１)公害の防止及び生活環境の保全

(２)有害物質等による汚染等のない、安心して暮らせる都市環境の保全

(３)水、緑、生き物等からなる自然環境の保全及び野生生物の種の保存その他の生物の

多様性の確保

(４)人と自然との豊かな触れ合いの確保

(５)良好な景観の保全及び地域の環境特性を生かしたまちづくり

(６)資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用及び廃棄物の減量

(７)地球の温暖化の防止、オゾン層の保護等の地球環境の保全

(８)前各号に掲げるもののほか環境への負荷の低減に関する事項

２ 区は、環境の保全について、事業者及び区民と協働して推進する責務を有する。 
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４  計画の期間と評価 

本計画の期間は、2022（令和４）年度から 2024（令和６）年度までの３年間とし

ます。 

図 計画の期間 

毎年、本計画の施策がスケジュールどおり進捗しているかどうかを把握・評価し、進行

管理を行います。 

環境審議会で評価した結果を議会に報告し、「足立の環境」や区のホームページ等で公

表するとともに、様々な機会を通じて区民及び団体や事業者等から広く意見を聞き、得

られた意見をさらに見直しに反映させます。 

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6

計画の見直し 目標年

第三次

環境基本計画

◆ 環境基本計画

Plan

◆ 施策・事業の実施
◆ 区民・事業者等の取組

Do

◆ 点検結果の集約・評価
◆ 点検・評価の公表

Check
（環境審議会）

◆ 計画の見直し

Action
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計画改定の背景 

１  国内外の動向 

（１） 地球温暖化（気候危機）に関する動向

脱炭素社会への転換

地球温暖化により、かつて経験したことのないような気候の変化が生じており、「気候

危機」と呼ばれるまでになりました。例えば、甚大な被害をもたらした平成 30年 7月豪

雨では、日本周辺での気温の上昇が雨量を約 6.7%底上げしたことが指摘されています。

このような極端な豪雨や高温などにより、私たちの生命や財産、様々な生物に甚大な被害

が生じています。 

気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）が 2018（平成 30）年に公

表した「1.5℃特別報告書」では、

2050 年前後には世界の二酸化炭素

（以下、「CO2」といいます）排出量を

正味ゼロにする必要があることが示

され、世界中で「脱炭素社会」へ転換

していくための取り組みが活発化し

ています。 

こうした動きを踏まえ、我が国では

2020（令和2）年、東京都では2019

（令和元）年に、『2050年カーボン

ニュートラル（脱炭素化）』が宣言さ

れました。 

気候変動における「緩和」と「適応」 

前述のとおり、これまで以上に温室効果ガ

スの排出量を抑制する「緩和」、併せて気候変

動による被害を回避・軽減する「適応」にも

取り組む必要があります。 

我が国では 2018（平成 30）年に「気候

変動適応法」が制定され、また、東京都では

2021（令和 3）年に「東京都気候変動適応

計画」が策定されました。 

図 2050 年カーボンニュートラル（脱炭素化）を表明した国 

（124 か国・１地域 2021（令和 3）年 1 月 20 日時点） 

出典 経済産業省資源エネルギー庁ホームページ 

出典 気候変動適応情報プラットフォームホームページ 
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ゼロエミッション東京戦略 2020 Update & Report 

東京都は、2019（令和元）年５月に開催された U20 東京メイヤーズ・サミットで、

平均気温の上昇を 1.5℃に抑えることを追求し、2050年に CO2排出実質ゼロに貢献す

る「ゼロエミッション東京」を実現することを宣言しました。 

「ゼロエミッション東京」を実現するためのビジョンである「ゼロエミッション東京戦

略」を 2019（令和元）年 12月に策定し、2021（令和３）年３月には気候危機の深刻

化を受け、「ゼロエミッション東京戦略 2020 Update & Report」を公表しました。 

2030（令和 12）年までに CO2排出量半減を目指し、ビジョンとして「2030・カー

ボンハーフスタイル」を提起しています。 

出典 ゼロエミッション東京戦略 2020 Update & Report 
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（２） 食品ロス問題

食品ロスとは、本来食べられるにも関わらず廃棄される食べ物のことであり、食品の生

産、製造、販売、消費等の各段階において日常的に廃棄され、大量の食品ロスが発生して

います。 

食品ロスが発生すると、廃棄された食料の生産過程、ご

み処理過程で発生した温室効果ガスが無駄に排出された

ことになります。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

「土地関係特別報告書」（2019年）によると、世界の食

料システムにおける、食料生産・製造の前後に行われる活

動に関連する温室効果ガス排出量は、人為起源の正味の温

室効果ガスの総排出量の 21～37%を占めると推定

され、食品ロスは気候変動の要因にもなっています。 

国内においては、2019（令和元）年 10月に

「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施行さ

れました。同年 12月に東京都は「ゼロエミッシ

ョン東京戦略」において、食品ロス対策を資源循

環分野の政策の柱の一つとして位置付け、

「2050年までに食品ロス実質ゼロ」という目標

を掲げました。2020（令和２）年 11月、コロ

ナ禍の状況変化も踏まえた各主体の取組みの方

向性として「食品ロス削減に向けた提言」が取り

まとめられ、食品ロス削減推進法に基づく「東京

都食品ロス削減推進計画」を策定しました。 

出典 IPCC. Climate Change and Land. 2019 

都内の食品ロスの内訳 

出典 東京都食品ロス削減推進計画 

東京食品ロスゼロアクション（啓発冊子） 東京都食品ロス削減推進計画 
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（３） プラスチック問題

プラスチックの製造にかかる原油の採掘、流通、製造、消費、処分の各段階で CO2が

排出され、さらに廃プラスチックの熱回収・焼却処理により、大量の CO2が発生してい

ます。また先進国から廃プラスチックの輸出先となってきた国々では、環境汚染が報告さ

れ、国内で資源循環を行うことが急務となっています。 

河川等を経由して多量のプラスチックが海に流出し、海洋生態系への影響等も危惧され

ています。 

海洋プラスチックについては、2015（平成 27）年９月に国連総会で採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」でのターゲットの一つで掲げられています。

また、2016（平成 28）年５月の G7伊勢志摩サミットや 2019（令和元）年６月のＧ

20大阪サミット等、プラスチックについて幾度と議論が行われ、この問題は世界で連携

して取り組むべき大きな課題となっています。 

国内において、2019（令和元）年５月に「プラスチック資源循環戦

略」が策定され、プラスチックの資源循環を推進する施策が進められて

います。同年 12月に東京都は「ゼロエミッション東京戦略」において、

「2050 年 CO2実質ゼロのプラスチック利用」という目標を掲げてい

ます。また海洋プラスチック問題を受け、TOKYO海ごみゼロアクショ

ンやアジアの諸都市との連携による海洋への流出ゼロに向けた取組みを

実施しています。 

廃プラスチックの排出・処理状況（全国、2018 年） 

出典 一般社団法人プラスチック循環利用協会 

レジ袋削減キャンペーン

（東京都） 
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（４） 生物多様性の危機

生物多様性とは、生きものたちの豊かな個性とつながりのことです。 

2019（令和元）年５月、パリで国連教育科学文化機関（UNESCO）はグローバル評

価報告書を発表し、今後数十年で、およそ 100万種の生物が絶滅するおそれがあること

を公表し、その保護は「気候変動対策と同様、きわめて重要」としました。人間活動によ

る影響が主な要因で、地球上の種の絶滅のスピードは自然状態の約 100～1,000倍にも

達しています。 

国内では、「開発や乱獲による種の減少・絶滅、生息・生育地の減少」、「里地里山などの

手入れ不足による自然の質の低下」、「外来種などの持ち込みによる生態系のかく乱」、「地

球環境の変化による危機」による生物多様性の危機にさらされています。 

2012（平成 24）年に「生物多様性国家戦略 2012-2020」が策定されていますが、

計画期間を終えるため、2020（令和２）年より次期生物多様性国家戦略の策定に向けた

検討が行われています。 

絶滅のおそれのある日本の野生生物 

出典 環境省 生物多様性 HP 

東京都でも、2012（平成 24）年に「緑施策の新展開～生物多様性の保全に向けた基

本戦略～」を策定しました。この計画が 2020（令和 2）年に計画期間を終えるため、

2019（令和元）年12月から生物多様性地域戦略の改定に向けた検討を開始しています。 
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（５） ＳＤＧｓ

SDGs（持続可能な開発目標）とは、2001（平成 13）年に策定されたミレニアム開

発目標（MDGs）の後継として、2015（平成 27）年 9月の国連サミットで採択された

「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」にて記載されている、2030（令和 12） 

年までに持続可能でよりよい世界を目指すための国際目標です。 

17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leave 

no one behind）」ことを誓い、途上国の貧困、教育、保健等の開発課題に加え、持続可

能な開発の３本柱とされる経済面・社会面・環境面の課題全てに幅広く対応し、調和させ

るものです。特に環境面においては、エネルギーへのアクセス、持続可能な消費と生産、

気候変動対策、海洋資源の保全、生物多

様性等の視点が新たに盛り込まれ、今

後の国の施策だけでなく、自治体の環

境施策においても指針とすべきものと

なっています。 

本計画では、各柱と SDGsとの関わ

りを示すため、17の目標のうち関連す

るSDGsの目標アイコンを掲載してい

ます。 

column▶ コラムタイトル 
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（６） 新型コロナウイルスによる影響

2019（令和元）年 12月以降、新型コロナウイルス感染症 COVID-19の世界的大流

行（パンデミック）により、「新しい生活様式」への対応も急務となり、テレワークや時差

出勤等、働き方への柔軟性が求められています。 

また様々な環境イベントも中止、あるいはオンラインでの開催等、ひとが集まる環境施

策や事業においても、適切に対応していくことが求められています。 

テレワークの写真やオンラインイベントの写真等を挿入

そして気候危機や環境対策に重点を置き、コロナ禍からの復興を目指す「グリーンリカ

バリー」も欧州を中心に注目を集めています。国内においては、2020（令和 2）年 6月

に、環境省と気候変動イニシアティブ（気候変動対策に積極的に取り組む企業や自治体、

団体、NGOなどのネットワーク）での意見交換会が行われ、脱炭素社会への移行、循環

経済への移行、そして自律分散型社会への移行、という３つの移行への重要性が再認識さ

れました。これに併せ、東京都でも、環境はもとより、人々の持続可能な生活を実現する

観点まで広げた「サステナブル・リカバリー（持続可能な回復）」を進め、強靭で持続可能

な社会を創っていくことを推進しています。 
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２  区の動向 

（１） 第３次足立区環境基本計画以降の「足立区一般廃棄物処理計画」「足立区

災害廃棄物処理計画」の策定について

足立区一般廃棄物処理計画 

2019（令和元）年に「第四次足立区一般廃棄物処理基本計画」を策定しました。 

策定の背景として、廃棄物の発生抑制や資源化の推進、温室効果ガス削減などの強化が

求められるとともに、東日本大震災を教訓とした災害廃棄物処理体制の構築や水銀含有廃

棄物の適正処理についても喫緊の課題となっています。 

また環境負荷の少ない資源循環型社会を構築することを基本理念として、まちの美化や

３Rの推進についても進めていく必要があり、清掃リサイクル事業を取り巻く状況の変化

や、それに伴う国・東京都の計画の改定や法整備等への対応が求められています。 

ごみの発生を抑制し、環境負荷の少ない循環型社会を構築するには、とりわけリデュー

ス「ごみを作り出さない」、リユース「繰り返し使う」の実践が不可欠となっており、さら

に、リサイクル「再資源化する」へと、区民のライフスタイルそのものの転換を目指して

いかなければいけないため、区民一人ひとりの生活様式の見直しも含めて、従来の生産・

消費・廃棄の社会経済活動の発想の転換のもと、持続可能な循環型社会の形成が区の目指

す姿です。 

足立区災害廃棄物処理計画 

2019（平成31）年3月に「足立区災害廃棄物処理計画」を策定しました。 

策定の背景として、近年、東日本大震災をはじめとして全国各地で大規模地震や集中豪

雨が多発しており、被害も激甚化しています。それらの災害に伴って発生する膨大な量の

災害廃棄物は、ライフラインや交通の途絶など多大な影響を及ぼし、生活基盤の再建の妨

げとなっています。 

国は、東日本大震災で得られた様々な経験や知見を踏まえ、2014（平成 26）年 3月

に「災害廃棄物対策指針」を策定（平成 30年 3月改定）し、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律及び災害対策基本法の一部改正、廃棄物処理法の基本方針へ災害廃棄物対策事項

を追加する等、地方公共団体における災害対応力強化のための取組みを進めています。 

東京都においては、2017（平成 29）年 6月に「東京都災害廃棄物処理計画」を策定

するとともに、計画の実効性を高めるため、マニュアルの策定に取り組んでいます。 

「足立区災害廃棄物処理計画」は、上記関連指針・計画等と整合を図りつつ、「足立区

地域防災計画」を補完するものとして災害時における区内の災害廃棄物を迅速かつ適正に

処理するための事項を定め、区民の生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止すること

を目的としています。 
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（２） 足立区二酸化炭素排出実質ゼロ宣言

区と区議会は、足立区環境審議会の意見を踏まえ、気候が地域を超えた非常事態である

との認識をすべての区民・事業者・団体などと共有し、国や他自治体、企業とも連携を図

りつつ、オール足立で2050（令和32）年までにCO2排出実質ゼロをめざすことを2021

（令和３）年３月 23日に宣言しました。 

ゼロ宣言に至った経緯 

国

足立区二酸化炭素排出実質ゼロ宣言
東京23区初となる足立区と足立区議会による共同宣言の表明

【2021年3月】

◆ 2050年にカーボンニュー

トラルを目指すことを宣言

【2020年10月】

◆ 地球温暖化対策推進本

部において、2050年

 に向けた取組に

ついて議論【2020年10月】

【気候非常事態とは】

世界は今、気候非常事態に直面しています。これまでにない豪雨や熱波などの異常気象は、大規模な災害を

引き起こし、人類を含む様々な生き物に対する脅威となっています。

世

界

◆ 気候非常事態に直面

◆ 地球温暖化の影響により、毎年のように深刻な被害がもたらされている

◆ 「パリ協定」が採択【2015年】

◆ IPCCの特別報告書では、「気温上昇を2℃よりリスクの低い1.5℃に抑えるためには、2050年まで

に二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが必要」と報告【2018年】

東京都

◆ U20東京メイヤーズ・サ

ミットで、2050年にCO2

排出実質ゼロに貢献す

ることを宣言

【2019年5月】

◆ 「ゼロエミッション東京戦

略」を策定

【2019年12月】

足立区

◆ 足立区環境審議会にお

いて審議【2021年1月】

◆ 足立区議会において議

案の審議【2021年2月】

◆ 足立区議会本会議にて、

全会一致で可決

【2021年3月】
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ゼロ宣言の内容 
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３  現行計画の進捗状況 

施策群 指標 単位 目標値 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

柱１ 地球温暖化・エネルギー対策（足立区地球温暖化対策実行計画） 

1-1

省エネルギーを

心がけている人

の割合 

％ 70.0 51.3 52.6 45.8 50.3 

調査中 

1-2

区内の再生可

能エネルギーの

導入容量 

（累計） 

kW 36,000 33,818 35,031 36,600 38,017 

1-3
熱中症で搬送さ

れる患者数 
人 160 197 202 536 406 

区内の年間ＣＯ2排出量 

※当該年度に判明した２年前の

数値

※足立区地球温暖化対策実行

計画で定める削減目標

千 t-CO2 1,970 2,427 2,287 2,187 2,202 

2020年の実績を踏まえ、評価を追記する 

柱２ 循環型社会の構築 

2-1

１人１日あたり

の家庭ごみ 

排出量 

g 470 549.9 539.9 531 533 

調査中 2-2 資源化率 ％ 27.0 19.49 19.10 19.08 19.05 

2-3 区内のごみ量 t 158,400 179,756 177,519 177,724 178,658 

2020年の実績を踏まえ、評価を追記する 

※表中の太字は目標達成したもの
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施策群 指標 単位 目標値 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

柱３ 安全・安心で快適なくらしの確保 

3-1

工場等に対する

公害苦情相談

件数 

件 232 315 373 376 348 

調査中

3-2

地域で自主的に

美化活動をして

いる団体数 

団体 400 254 319 375 384 

2020年の実績を踏まえ、評価を追記する 

柱４ 自然環境・生物多様性の保全（足立区生物多様性地域戦略） 

4-1

生物とふれあう

事業の参加者

数 

人 330,600 307,651 338,463 342,673 313,590 

調査中 4-2

区民参加型の 

生物調査の 

参加者数 

人 200 40 40 198 152 

4-3 樹木被覆地率 ％ 8.7 8.3 9.4 9.4 9.4 

2020年の実績を踏まえ、評価を追記する 

柱５ 学びと行動のしくみづくり（足立区環境教育等行動計画） 

5-1

環境に配慮した

製品を選んで使

う人の割合 

％ 25.0 12.0 11.8 10.3 10.5 

調査中 5-2

環境学習プログ

ラムに参加し、

修了した人の数 

（累計） 

人 2,000 414 565 720 857 

5-3

エコ活動ネットワ

ーク足立の登録

団体が実施した

自主的な環境保

全活動数 

回 250 － 7 162 146 

2020年の実績を踏まえ、評価を追記する 

※表中の太字は目標達成したもの



39

CO2排出実質ゼロの 2050 年に向けて 

１  今後の課題 

現在、全庁調査を実施中。課題の分析を行ったうえで、次回以降に掲載予定。 
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２  方向性 

2050（令和 32）年の CO2排出実質ゼロに向けて、すべての区民・事業者・団体等の

積極的な行動を促し、国や東京都、他の自治体と連携し、オール足立で推進していきます。 

また国と足並みを揃え、2030（令和 12）年度に 2013（平成 25）年度比から CO2

排出量 46％削減を目指します。 

温室効果ガスの推移 

2,146千t-CO2

（2018年度）

2,558千t-CO2

（2013年度）

1,381千t-CO2

（2030年度目標）

二酸化炭素
実質ゼロ



41

足立区は３つの決意のもと、二酸化炭素実質ゼロを実現します。 

二酸化炭素を排出しないエネルギーを最大限に活用する社会への転換に貢献

２０３０ ２０５０

東京都 足立区 東京都 足立区

取組 目標 取組 目標 目指すべき姿 方向性

再生可能エネルギー

再エネ電力利用 50％程度

検討中

◆ 再エネを基幹電源とする
100％脱炭素電力が供給さ
れている

◆ 再エネの地産地消とエネル
ギー       が標準化

検討中

エネルギー
消費量
（2000年度比）

50％程度

都内太陽光発電
設備導入量

130万kW

水素エネルギー

家庭用
燃料電池の普及

100万台 ◆ 再エネ大量導入を水素で支
える

◆ あらゆる分野でCO2フリー
水素を本格活用

業務、産業用
燃料電池の普及

３万kW

ゼロエミッション
ビル（ZEB・ZEH）

温室効果ガス
排出量
（2000年度比）

50％削減

◆ 全ての建物が、防災や暑さ
対策など適応策の観点も踏
まえたゼロエミビルになっ
ている

フロン排出量
代替フロン
排出量
（2014年度比）

ー40%

◆ フロン排出ゼロ
◆ ノンフロン危機の普及拡大

により、フロン使用機器を
大幅削減

◆ フロン機器の徹底管理によ
り、使用時・廃棄時の漏え
いゼロを実現

貴重な資源を持続的に利用できる循環型システムの構築に貢献

２０３０ ２０５０

東京都 足立区 東京都 足立区

取組 目標 取組 目標 目指すべき姿 方向性

３Rの推進
一般廃棄物の
リサイクル率

37％

検討中

◆ 持続可能な資源利用が定着

検討中

プラスチック対策

家庭と大規模
オフィスビル
からの廃プラス
チックの焼却量
（2017年度比）

ー40%

（約40万t）

◆ CO2実質ゼロのプラスチッ
ク利用

◆ プラスチックの生産、リサ
イクルなどはすべて再エネ
で賄う

これらの実現に向け、すべてのひとの積極的な行動を促す

２０３０ ２０５０

東京都 足立区 東京都 足立区

取組 目標 取組 目標 目指すべき姿 方向性

ゼロエミッション
ビーグル（ZEV）

乗用車新車販売
非ガソリン化

100％

検討中

◆ 都内を走る自動車はすべて
ZEV化

検討中

ゼロエミッショ
ンバスの導入

300台以上

急速充電器 1,000基

水素ステーショ
ンの整備

150カ所

食品ロス
食品ロス発生量
(2000年度比）

半減

◆ 食品ロス発生量実質ゼロ

◆ 食品ロスの発生抑制に最大
限努め、なお発生する食品
ロスについては、肥料化・
飼料化により廃棄をゼロに
する
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計画の体系 

１  足立区基本構想における将来像 

足立区基本構想において、足立区に暮らす人々が「このまちで暮らせて良かった」と心

から思い、真の豊かさを実感することができるように、目標とする足立区の将来像（以下、

「区の将来像」といいます。）を掲げています。 

今後、区が直面する課題や変化を克服するためには、人口減少、少子・超高齢社会を支

えるための「活力の維持・確保」とともに、変化に柔軟に対応できる「進化」が求められ

ています。そのためには、これまで進めてきた「協働」をさらに深化、発展させ、区民と

行政が変化する状況にともに挑み、解決していくしくみも必要です。 

協働を発展させ、多様な主体が互いの個性や価値観を認めあい、ゆるやかにつながり支

え合うしくみである「協創」を進めることで、それぞれの想いや力が重なり合いまちを創

る力「協創力」が生まれ、さらに協創力が「活力」と「進化」を相乗作用で生み出すこと

により、区の将来像の実現につながっていきます。また、このような区の将来像を実現す

るためには、将来にわたって環境が保全された持続可能なまちであることが求められるた

め、本計画における取組みが区の将来像の実現を支える基盤にもなります。 

２  環境の視点から目指す姿 

本計画において、「環境の視点から目指す姿」を定めます。 

これは、上位計画である基本構想の区の将来像を踏まえたものとしますが、環境の保全

は、区の将来像の実現を支える基盤でもあるため、両者は相互に深く関わるものです。 

足立区は、住宅都市でもあり、中小事業者の多いまちでもあります。日々の暮らしや経

済活動によって、環境負荷を生み出しています。一方で、人口が多いことは、一人ひとり

の環境保全への取組みが大きな力となる可能性を秘めていることも示しています。一人ひ

とりが未来の地球を想い、つながり、そして行動することで、「地球にやさしいひと」に

なります。多くの「地球にやさしいひと」の力を結集し、日本で一番「地球にやさしいひ

とのまち」を目指します。 

協創力でつくる 

活力にあふれ 進化し続ける 

ひと・まち 足立 
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目指す姿を実現するために、本計画では４つの視点を定めました。この視点を踏まえて、

５つの柱の施策に取り組み、「地球にやさしいひとのまち」を実現していきます。なお、

５つの柱のうち、「学びと行動のしくみづくり」は、他の柱の施策や取組みのベースとな

る分野横断的な柱に位置付けます。 

４つの視点と５つの柱 

５つの柱には、４つの視点の考え方を含んだ施策・取組みがそれぞれ定められています。

各柱の詳しい内容は、第５章（○～○ページ）をご覧ください。 

足立区基本構想の目指す将来像

地球にやさしい ひと のまち

かけがえのない地球環境を守るため、
すべての ひと が自ら学び考え、 実践するまち

足立区でく らし 、 働き、 活動するすべての「 ひと 」 が、 環境について学び、 自ら

率先して環境負荷の少ない行動を選択して実践し ます。

この一つひとつの行動がつながり 、 区内全体に広がり 、 将来にわたって環境負荷

の少ない快適で持続可能なまち。

そんな、 日本で一番「 地球にやさ し い ひと のまち」 を目指し ます。

※「 ひと 」 には、 区民だけでなく 、 区内在勤・ 在学者、 事業者・ 団体・ NPO など
区に関わるあらゆる主体を含みます

協創力でつくる 活力にあふれ進化し続ける ひと・まち 足立

環境の視点から目指す姿

基本方針

視点１
学び考え 

行動する 『ひと』

地球環境を意識して 未

来のために自発的に行動

するとともにその輪を広げ

ていく「ひと」

視点２
環境負荷の

少ない 『くらし』

すべての「ひと」が実践

する低炭素、

資源循環 自然共生型

のくらし

視点３
環境と

調和した 『まち』

みどりや水辺環境が保

全され 豊かな自然環境

と便利で快適な都市機

能とが調和したまち

視点４
「ひと」と活動を

支える 『区』

自ら学び考え 行動する

「ひと」を育成し つなげ 

活躍するしくみづくりで活

動を支える区

柱２

循環型

社会の構築

柱３

生活環境の

維持・保全

柱５
学びと行動
のしくみ
づくり

柱１
地球温暖化・
エネルギー
対策

柱４
自然環境・
生物多様性
の保全
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３  計画の基本体系 

協
創
力
で
つ
く
る

活
力
に
あ
ふ
れ

進
化
し
続
け
る

ひ
と
・
ま
ち

足
立

柱１

地球温暖化・

エネルギー対策

エネルギーを賢く

使うとともに、

気候変動に適応できるまちをつくる

柱２

循環型社会の構築

くらし方の工夫で 

ごみを減らすとともに 

資源が循環するまちをつくる

柱３

生活環境の

維持・保全

公害等を防止し より健康で

快適な生活環境の維持 向上をはかる

柱４

自然環境・

生物多様性の保全

「ひと」と自然が相互に関わって

いることを認識し 多様な

生物と共生できるまちをつくる

柱５

学びと行動の

しくみづくり

すべての「ひと」が環境について

共に学び、行動するしくみをつくる

足立区
将来像

柱 施策群

１-１ エネルギーの効率的な利用

１-２ 再生可能エネルギーの利用拡大

１-３ 二酸化炭素吸収量を増やす取組みの推進

１-４ 気候変動による被害回避・軽減

関連するＳＤＧｓ

基本
方針

地
球
に
や
さ
し
い

ひ
と

の
ま
ち

２-１ リデュースとリユースの推進

２-２ 廃棄物の適正な排出と処理

２-３ 持続可能な資源利用への転換

関連するＳＤＧｓ

３-１ 生活環境の保全と公害対策の推進

３-２ 快適で美しいまちづくり

関連するＳＤＧｓ

４-１ 自然や生物多様性に対する理解の促進

４-２ 自然環境の保全と創出

関連するＳＤＧｓ

５-１ 環境意識の向上と行動する人材の育成

５-２ 環境保全活動の拡大

関連するＳＤＧｓ
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足立区地球
温暖化対策
実行計画

施策群ごとの目標 関連計画

足立区における
気候変動の影響
に備える計画

エネルギーを効率的に使うことで、
二酸化炭素を減らす

二酸化炭素排出量が少ないエネル
ギー源に切り替えて、排出を減らす

二酸化炭素吸収量を増やすことで実
質ゼロにつなげる

暑熱、気象災害の被害を少なくする

① 身近な省エネ行動の促進 ② 高効率な設備・ 機器への更新
③ 建物の省エネ性能の向上 ④ 低炭素な交通手段への転換

① 太陽エネルギーの利用促進
② 低炭素エネルギー導入可能性の検討

① Ｃ Ｏ ２吸収量を増やす取組みの推進
②

施策

足立区
食品ロス削減
推進計画

足立区
プラスチック

ごみ
削減方針

廃棄物の量をを減らす

分別ルールに基づき排出された廃棄
物を効率的に収集し、処理する

事業者との連携により、廃棄物の
資源化を進める

① 日常的なごみ減量行動の促進
② 資源ロスの削減

① 身近なリユースを促すし く みづく り
② 資源化品目の拡充とリサイクルを促すし く みづく り
③ 水の循環の推進

① 排出ルールの周知徹底とごみ集積所の美化
② 事業系廃棄物の処理責任の徹底と適正処理の向上
③ 社会状況の変化に即した適正処理のし く みづく り ④ 災害廃棄物の対策強化

法令に基づく指導、対策と苦情への対
応により、生活環境を維持・改善する

地域の美化活動や不法投棄・ごみ屋敷
対策により、きれいなまちをつくる

① 工場、 事業場等への公害規制指導
② 大気、 水質、 騒音等の定期的な調査
③ 公害苦情の相談への対応 ④ 土地・ 建物の適正な管理の推進

① 安全、 快適を実現する計画的なまちづく りの推進
② 美しいまちの創出と維持

自然や生物とのふれあいを通じて、生
物多様性の大切さを理解する

身近な自然環境を守り、増やす

① 自然や生物への関心を高める取組みの推進
② 自然体験や生物とふれあう 機会の充実 ③ 生物多様性に対する理解の促進
④ 区内の身近な生物の調査と生息環境の保全

① 緑地、 樹木、 農地、 河川等の自然環境の保全
② 生物多様性を考慮した緑化や公園等の整備と維持管理

高い環境意識を持って行動する人を増
やす

環境配慮行動に取り組む人を増やし、
活動を広げていく

① 環境に関する情報、環境配慮行動の発信 ② 環境への意識を高める場や機会の提供
③ 幼児向け環境教育の推進と体験の機会の提供
④ 小中学生向け環境学習の推進 ⑤ 大人向け環境学習の推進と人材の育成

① 環境に配慮した行動を促すし く みづく り
② 環境保全活動のネッ ト ワークづく り

足立区
環境教育等
行動計画

足立区
生物多様性
地域戦略
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